
新潟市特定建築物耐震診断等補助金交付要領 

（目的等） 

第１条 この要領は、新潟市特定建築物耐震診断等補助金交付要綱（以下「市要綱」

という。）の実施に必要な事項を定めることを目的とする。なお、事業に係る補助金

の交付等については、新潟市補助金等交付規則（平成１６年３月３０日規則第１９

号。以下「市補助金規則」という。）その他関係する法令、条例及び他の規則に別に

定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領における用語の意義は、市要綱に定めるところによる。 

（補助金交付の申請） 

第３条 耐震診断に係る補助金の交付を受けようとする施行者（以下「診断申請者」

という。）は、耐震診断の実施に関する契約を締結する前に、補助金等交付申請書（別

記様式第１号）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 案内図、配置図、平面図（延べ面積が分かるもの）及び立面図又は断面図

（階数が分かるもの） 

（２） 市要綱第３条に規定する建築物に該当することが分かる立面図等で、建築

物の高さ並びに前面道路の位置、幅員及び高さを明記したもの（市要綱第３条第

１項第１号キに該当する建築物に係る場合に限る。） 

（３） 現況外観写真（撮影位置を明示すること） 

（４） 建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書 

（５） 区分所有又は共有の場合は、耐震診断実施について承認されていることが

確認できるもの 

（６） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に規定する確認済証及び検査済

証等の写し 

  これらの書類がない場合は、建築確認の申請年月日及び申請者氏名、建築工事に



着手した年度、規模、構造等が確認又は推測できるものに代えることができる。 

（７） 診断に要する費用の見積書又はその写し 

（８） 耐震診断者の耐震診断講習修了証の写し 

（９） 収支予算書 

（１０） 申請者が法人である場合は、法人の登記事項証明書、暴力団等の排除に

関する誓約書兼同意書（別記様式第１号の２）及び納税証明書（新潟市制度用） 

（１１） その他市長が必要と認めるもの 

２ 耐震設計に係る補助金の交付を受けようとする施行者（以下「設計申請者」とい

う。）は、耐震設計の実施に関する契約を締結する前に、補助金等交付申請書に次の

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 前項第１号から第４号、第６号、第９号及び第１０号に掲げる書類 

（２） 区分所有又は共有の場合は、耐震設計実施について承認されていることが

確認できるもの 

（３） 設計に要する費用の見積書又はその写し 

（４） 耐震設計者の耐震改修講習修了証の写し 

（５） 耐震診断結果が確認できるもの 

（６）  その他市長が必要と認めるもの 

３ 耐震改修工事に係る補助金の交付を受けようとする施行者（以下「改修申請者」

という。）は、耐震改修工事の実施に関する契約を締結する前に、工事監理者を選定

し、補助金等交付申請書に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１） 第１項第１号、第３号、第４号、第６号、第９号及び第１０号に掲げる書

類 

（２） 区分所有又は共有の場合は、耐震改修工事実施について承認されているこ

とが確認できるもの 

（３） 改修工事に要する費用の見積書又はその写し 



（４） 工事監理者の耐震改修講習修了証の写し 

 （５） 耐震設計図書 

 （６） 工事工程表 

 （７） その他市長が必要と認めるもの 

（補助金交付の決定） 

第４条 市長は、補助金等交付申請書を受理したときは、当該申請書の内容を審査し、

補助金交付の適否を、補助金等交付（不交付）決定通知書（別記様式第２号）により

診断申請者、設計申請者又は改修申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する際には、事業が適正に行われるよう必要な条件

を付することができる。 

 （全体設計承認の申請） 

第５条 第３条の規定に関わらず、施行者は、補助金の交付を受け、かつ、複数年度

にわたり補助事業を実施する場合は、補助金交付申請前に、全体設計承認申請書（別

記様式第３号）を市長に提出し、当該補助事業に係る全体設計の承認申請を行い、

初年度にまとめて市長の審査を受けなければならない。 

 （全体設計承認） 

第６条 市長は、前条の規定による全体設計承認申請書を受理したときは、当該申請

内容を審査の上、全体設計の承認又は不承認を決定し、その旨を全体設計承認（不

承認）通知書（別記様式第４号）により施行者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の通知を行う際には、必要な条件を付することができる。 

３ 第１項の規定により全体設計の承認を受けた施行者は、当該承認を受けた補助事

業に係る費用について、第３条に規定する補助金の交付を受けようとする年度（た

だし、当該承認を受けた年度は除く。）の初日（ただし、当該日に国及び市の当初予

算が成立していない場合には、当該予算の成立日）に、第３条第１項から第３項の

規定により、当該年度までの出来高（ただし、当該年度の前年度以前に既に補助金



の額の確定を受けている場合は、当該確定に係る出来高を除く。）に応じて補助金交

付の申請を行わなければならない。 

４ 第１項の規定により全体設計の承認を受けた施行者は、当該承認を受けた年度に、

当該承認を受けた補助事業にかかる費用について、補助金の交付を受けようとする

場合は、当該承認後速やかに第３条第１項から第３項の規定により、当該年度の補

助事業の出来高に係る補助金交付の申請を行わなければならない。 

（権利譲渡の禁止） 

第７条 補助事業者（前条の規定により補助金交付の決定を受け、補助事業を行う者

をいう。以下同じ。）は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に

供してはならない。 

（補助金の経理） 

第８条 補助事業者は、補助金について経理を明らかにする帳簿を作成し、補助事業

の完了後５年間保存しなければならない。 

２ 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うものとする。 

（補助事業内容の変更） 

第９条 補助事業者は次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、速やかに

補助事業変更申請書（別記様式第５号）を市長に提出し、承認を受けなければなら

ない。 

（１） 補助事業の内容又はこれに係る予算を変更しようとするとき（市長が定め

る軽微なものを除く。） 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の補助事業変更申請書を受理したときは、その申請内容を審査し、

適当と認めた場合は補助金の交付の変更を決定し、補助金等交付決定変更通知書（別

記様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （全体設計承認申請の変更） 



第１０条 第６条第１項の規定による全体設計の承認を受けた施行者は、当該事業に

ついて、事業内容等の軽微な変更により、補助金の予定額に変更が生じる場合や所

有権の相続等により施行者が変更となる場合は、速やかに全体設計変更申請書（別

記様式第７号）に次の書類を添えて、市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

（１） 事業内容変更後の見積書の写し（変更となる場合のみ） 

（２） 第５条の全体設計の申請の際に提出した書類のうち、変更となった書類 

２ 市長は、前項の全体設計変更申請書を受理したときは、その申請内容を審査し、

適当と認めた場合は全体設計の変更を承認し、全体設計変更承認通知書（別記様式

第８号）により施行者に通知するものとする。 

３ 補助事業者は、第１項に該当する以外の軽微な変更により補助事業の内容が変わ

る場合は、速やかに全体設計承認事業内容変更報告書（別記様式第９号）に変更と

なった内容が確認できる書類及び第５条の全体設計の申請の際に提出した書類のう

ち、変更となった書類を添付し、市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（補助事業の遂行） 

第１１条 補助事業者は、法令の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付

した条件、その他法令に基づく市長の指示に従って本補助事業を行わなければなら

ない。 

（遂行命令） 

第１２条 市長は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に

従って事業を遂行していないと認めたときには、補助事業者に当該補助事業を適正

に遂行すべきことを命ずることができる。 

（実績報告） 

第１３条 耐震診断に係る補助事業者は、当該補助事業が完了したときは（廃止の承

認を受けた場合を含む。）、次の書類を添付し、速やかに補助事業実績報告書（別記



様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

（１） 診断結果報告書 

（２） 診断の実施に関する契約書の写し 

（３） 診断費用の領収書の写し及び内訳書の写し 

（４） 第三者機関による耐震診断評価書の写し（延べ面積が１，５００㎡未満の

場合又は市要綱第３条第１項第１号キに該当する建築物に係る場合を除く。） 

２ 耐震設計に係る補助事業者は、当該補助事業が完了したときは（廃止の承認を受

けた場合を含む。）、次の書類を添付し、速やかに補助事業実績報告書を市長に提出

しなければならない。 

（１） 耐震設計報告書 

（２） 設計の実施に関する契約書の写し 

（３） 設計費用の領収書の写し及び内訳書の写し 

（４） 第三者機関による耐震設計評価書の写し（延べ面積が１，５００㎡未満の

場合又は市要綱第３条第１項第１号キに該当する建築物に係る場合を除く。） 

３ 耐震改修工事に係る補助事業者は、当該補助事業が完了したときは（廃止の承認

を受けた場合を含む。）、次の書類を添付し、速やかに補助事業実績報告書を市長に

提出しなければならない。 

（１） 竣工図 

 （２） 工事写真 

（３） 改修工事の実施に関する契約書の写し 

（４） 改修工事費用の領収書の写し及び内訳書の写し 

（５） その他市長が必要と認めるもの 

４ 第６条の規定による全体設計の承認を受けた場合で、かつ、補助事業が完了する

年度を除く年度において、第４条の補助金の交付の決定を受けた場合は、当該交付

決定を受けた年度の末日に、次の書類を添付し、補助事業実績報告書を市長に提出



しなければならない。 

（１） 補助事業の実施内容が確認できるもの 

（２） 工事写真 

（３） 事業の実施に関する契約書の写し 

（４） その他市長が必要とみとめるもの 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条の補助事業実績報告書を受理したときは、報告書の内容を審

査し、必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めたときは補助金の額を確定し、

補助金等確定通知書（別記様式第１１号）により補助事業者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第１５条 市長は、第１３条の補助事業実績報告書の提出があった場合においては、

事業の成果が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、

これらに適合させるための措置をとるべきことを補助事業者に指示することができ

る。 

（交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、補助事業者が市補助金規則第１７条第１項の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適用がある

ものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをした場合は、補助金等交付決定取消通知書

（別記様式第１２号）により、補助事業者に通知するものとする。 

 （全体設計承認の取消し） 

第１７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、全体設計の承認

の全部又は一部を取消すことができる。 

 （１） 市補助金規則第１７条第１項の各号のいずれかに該当すると認めたとき 



 （２） 全体設計の承認の内容又はこれに付した条件に対し重大な違反をし、かつ、

是正のための市長の指示等に応じないとき 

 （３） 補助事業者が補助事業にかかる全体設計の承認を受けており、かつ、市長

が前条の規定により当該補助事業に係る補助金の交付決定の全部を取消したとき 

 （４） その他市長が不適当と認める事由が生じたとき 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適用がある

ものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをした場合は、全体設計承認取消通知書（別

記様式第１３号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１８条 市長は、第１６条の規定により補助金の交付の決定の取消しをした場合に

おいて、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、補助

金等返還命令書（別記様式第１４号）により期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

２ 市長は、前項の規定により補助金が返還された場合で、当該補助金が国庫補助金

の交付を受けたものであるときは、速やかに国へ当該補助金を返還するための措置

を講ずるものとする。 

（その他） 

第１９条 この要領の施行について必要な事項が生じた場合には、市長が別に定める

ものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

（要領の失効） 

２  この要領は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 

   附 則 

  この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 



   附 則 

  この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、

令和７年３月３１日から施行する。 

 



 

別記様式第１号（第３条関係）  

    年  月  日  

補 助 金 等 交 付 申 請 書 
新潟市長        

申請者                 

 郵便番号            

住所              

氏名              

電話番号            

    年度特定建築物耐震診断等補助事業について補助金の交付を受けたい

ので、次のとおり申請します。  

記  

１ 補助事業の名称  

２ 建物の名称     

３ 補助事業の目的及び内容  

４ 補助対象経費                 円  

５ 交付申請額                  円  

６ 交付申請額の算出方法  

７ 補助事業の実施期間  着手（予定）     年   月   日  

              完了（予定）     年   月   日  

８ 情報の公表の内容、方法及び時期  

９ 確認事項  
次の事項を確認のうえ、□に☑を記入してください。（☑がない場合は、適

合通知を交付できません。）  
□ 本人及びその世帯又は役員等に暴力団員又は暴力団等と関係を有す

る者はいません。また、必要に応じて、市が警察に照会する場合は、

別途必要な書類の提出を行います。  
10 添付書類  
（１） 案内図、配置図、平面図（延べ面積が分かるもの）及び立面図又は断面図（階

数が分かるもの）  
（２） 現況外観写真（撮影位置を明示すること）  
（３） 建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書  
（４） 区分所有又は共有の場合は、診断、設計又は改修工事実施について承認されて

いることが確認できるもの  
（５） 建築基準法に規定する確認済証及び検査済証の写し又はこれに代わるもの  
（６） 診断、設計又は改修工事に要する費用の見積書又はその写し  
（７） 診断者、設計者又は監理者の講習修了証の写し  
（８） 収支予算書  
（９） 申請者が法人である場合は、法人の登記事項証明書、暴力団等の排除に関する  

誓約書兼同意書（別記様式第１号の２）及び納税証明書（新潟市制度用）  
（10） 補助対象建築物であることが確認できる立面図等（緊急輸送道路沿道建築物の

場合に限る。）  
（11） 耐震診断結果が確認できるもの（設計の場合に限る。）  
（12） 耐震設計図書及び工事工程表（改修工事の場合に限る。）  
（13） その他市長が必要と認めるもの  



 

別記様式第１号（別紙１） 

建物 

建物名称 
 

所在地 
(住居表示)     区 

(地番表示)     区 

延べ面積 ㎡ 対象床面積 ㎡ 

建築面積 ㎡ 階   数 
地上  階 

地下  階 

構 造 
耐火建築物  ・  準耐火建築物 

        造   一部    造 

主要用途 
 

履 

 

歴 

建築確認 
新築  年 月 日 

    第   号 

増築等  年 月 日 

第   号 

検査済証 
新築  年 月 日 

     第   号 

増築等  年 月 日 

         第   号 

診断、

設計

又は

工事

監理

予定

者 

設計事務所登録名・番号  

所 在 地  

建築士資格・番号  

講習受講番号  

診断、設計又は 

工事監理者氏名 
 

連 絡 先 電話     （    ） 

評価 

第三者機関名称  

費用  

費用予定額            円（消費税除く） 

補助申請予定額            円※ 

※別紙２により算出した額を記入 

 

２ 年度別事業費内訳（※複数年度事業の場合記入）       （単位：円） 

 年度 年度 年度 合 計 

事 業 費     

補助対象事業 費     

補助対象限度 額     

交 付 申 請 額     

出 来 高     

 

 



 

別記様式第１号（別紙２） 

 

耐震診断費用補助申請予定額算出表 ①②③を比較して小さい額を記入する 

① 見積（       ）×2/3＝ 円 

 

延

べ

面

積 

1,000 以下 (    ㎡×3,670)＝ ａ    補 助 対 象 経

費 の 限 度 額

（ａ＋ｂ）×

2/3＝ 

 

    円 

1,000 超 

2,000 以下 

(3,670,000＋(    ㎡－1,000)

×1,570)＝ 

2,000 超 
(5,240,000＋(    ㎡－2,000)

×1,050)＝ 

設計図書の復元、第三者機関の判定等の通常の耐震診断

に要する費用以外の費用（157 万円を限度） 
ｂ    

③ 上限額（緊急輸送道路沿道建築物の場合に限る）  300 万円 
 
耐震設計費用補助申請予定額算出表 ①②③④を比較して小さい額を記入する 

① 見積（       ）×2/3＝ 円 

 

延

べ

面

積 

1,000 以下 (    ㎡×3,670)＝ ａ    補 助 対 象 経

費 の 限 度 額

ａ×2/3＝ 

 

    円 

1,000 超 

2,000 以下 

(3,670,000＋(    ㎡－1,000)

×1,570)＝ 

2,000 超 
(5,240,000＋(    ㎡－2,000)

×1,050)＝ 

③ 上限額（緊急輸送道路沿道建築物以外の場合に限る） 400 万円 

④ 上限額（緊急輸送道路沿道建築物の場合に限る） 300 万円 
 

耐震改修工事費用補助申請予定額算出表 

（緊急輸送道路沿道建築物以外の場合） ①②③を比較して小さい額を記入する 

① 見積（       ）×0.23＝ 円 

② (    ㎡×51,200)＝ 

ａ    補 助 対 象 経

費 の 限 度 額

ａ×0.23＝ 

    円 

    

③ 
延べ面積 5,000 未満 2,500 万円 延べ面積による上限額 

円 延べ面積 5,000 以上 5,000 万円 
 
耐震改修工事及び除却工事費用補助申請予定額算出表 

（緊急輸送道路沿道建築物の場合） ①②③を比較して小さい額を記入する 

① 見積（       ）×２／３＝ 円 

② 

ア 一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅 

(    ㎡×34,100)＝ 

ａ    補 助 対 象 経

費 の 限 度 額

ａ×2/3＝ 

    円 イ 共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物で、 

延べ面積 1,000 ㎡以上かつ地階を除く階数 3 階以上 

(    ㎡×50,200)＝ 

ウ ア、イ以外の建築物 

(    ㎡×51,200)＝ 

③ 上限額 2，000 万円 



 

別記様式第１号の２（第３条関係） 

 
暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 

 
私（当法人・当団体）は、新潟市特定建築物耐震診断等補助金交付要領の規定に基づく補助

金交付の申請を行うに当たり、下記の事項について誓約します。  
 

記  
 
１ 私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。  

(1)   暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）  
(2)  暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  
(3)  役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の

責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の

責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの  
(4)  暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの  
(5)  自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの  
(6)  暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの  
(7)  その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの  

 
 
２ 新潟市暴力団排除条例の主旨に基づき裏面名簿を提出します。名簿に記載されたすべての

者は、暴力団員等であるか否かの確認のため、新潟県警察本部に対してこの名簿による照会が

行われる場合があることに同意しております。なお、名簿記載内容は事実と相違ありません。 
 
 
 

   年   月   日  
 
 
 
新潟市長  様  
 
 
 

〔法人、団体にあっては所在地〕  
住 所  

 
                                                        

〔法人、団体にあっては名称及び代表者の氏名〕  
 
 

（ふりがな）  
氏  名                                   

 
生年月日  （  明治  ・ 大正  ・ 昭和  ・ 平成  ）   年    月    日  

 
 
 
 
 
 
 
＊ 市では、新潟市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等

ではない旨の誓約をお願いしています。  



 

 

名簿（申請者の役員等の一覧表）  

 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

商号又は名称 
 

所在地   

役職名  

 
氏 名 （ カ
ナ）  
氏と名を 1 文字空

ける  

 
氏 名 （ 漢
字）  
氏と名を 1 文字空

ける  

生年月日  

年 号 ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ 

明 治 -M 

大 正 -T 

昭 和 -S 

平 成 -H 

 
性別  
ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ  

男 -M 

女 F 

 
住  所  

年号  年  月  日  

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 



 

別記様式第２号（第４条関係）  

新 建 第     号 

    年  月  日 

 

様 

新潟市長          印 

（担当  建築部建築行政課）   

 

補 助 金 等 交 付 （ 不 交 付 ）決 定 通 知 書 
 

    年  月  日付で交付申請のありました補助金については、次のとお

り交付（不交付）の決定をしたので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 交付決定額（不交付の理由） 

 

４ 交付条件 

  



 

別記様式第３号（別紙１） 

 １ 建物及び敷地に関する事項  

建物の名称   

建物の所在地  
（住居表示）  

（地番表示）  

延べ面積  ㎡  補助対象面積  ㎡  

建築面積  ㎡  階数  
地上  階  

地下  階  

構造       造   一部     造  

主要用途   

前面道路の路線名  

（注１）  
 

建物の履歴  

建築確認  
新築  年   月   日付  

第            号  

増築等  年  月   日付  

第            号  

検査済証  
新築  年   月   日付   

第            号  

増築等  年  月   日付      

第            号  

 

（注１）新潟市耐震改修促進計画に規定する第１次緊急輸送道路の沿道建築物の場合は記入す

ること。  

 



 

 ２ 建築物の耐震事業の内容（耐震改修の場合記入） 

柱・壁の改修  部位  
箇 所 数

等  
補強・増設・改善等の概要  

 補 強  

 柱  

 壁  

 梁  

 その他（     ）  

  

 増 設  

 柱  

 壁  

 梁  

 その他（     ）  

  

構 造 耐 力 上 主

要 な 部 分 の 改

修  

配置の状況   

靭性を保つための措置   

接合部の状況   

基礎の状況   

さび止め、防腐、防蟻のための措置   

その他   

非構造体、建築

設 備 等 の 改 修

（ 支 持 構 造 部

との緊結方法） 

屋根葺き材等、屋上水槽煙突、給水・

排水等の配管設備、冷却塔設備  
 

エ レ ベ ー タ ー

の補強  
箇所   

その他    

 



 

 ３ 事業全体の資金計画                  （単位：千円）  

項 目  全体計画  当初年度  次年度  ３年目以降  備 考  

支  

 

出  

①       

②       

③       

④消費税       

⑤借入金利子       

⑥事務費       

⑦ そ の 他

（    ）  
     

①～⑦ 合計       

収  

 

入  

①補助金       

②自己負担金       

③借入金       

④ そ の 他

（    ）  
     

①～④ 合計       

 

 ４ 事業工程 

事業の着手の予定年月日       年   月   日  

事業の完了の予定年月日       年   月   日  

年 度  

項 目  

年 度  年 度  年 度  

4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 

                    

                    

                    

                    

事業全体について、棒グラフで表示してください。  

 

 ５ 添付書類 

 （１）案内図、配置図、平面図、立面図、断面図 

 （２）現況写真（撮影位置を明示すること） 

 （３）建築物の登記簿謄本または登記事項証明書の写し  

 （４）区分所有又は共有の場合は事業の実施について承認されていることが確認できるもの 

（５）耐震診断結果報告書の写し（耐震診断の場合は除く） 

 （６）既存建築物の確認済証及び検査済証等の写し 

 （７）その他市長が必要と認める書類   



 

別記様式第３号（第５条関係）  

    年  月  日  

 

全 体 設 計 承 認 申 請 書 

 
新潟市長  

 

施行者                 

 郵便番号            

住所              

氏名              

電話              

 

 

特定建築物耐震診断等補助事業について、全体設計の承認を受けたいので、次の

とおり申請します。  

 

記  

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 建物の所在地 

 

 ４ 建物及び敷地に関する事項等（別記様式第３号（別紙１）のとおり） 

 

５ 事業の内容 

  ・耐震診断   ・耐震設計   ・耐震改修工事 

 



 

別記様式第４号（第６条関係）  

第         号  

    年  月  日  

 

全 体 設 計 承 認（不 承 認） 通 知 書 

 
           様  

 

新潟市長        印 

（担当 建築部建築行政課） 

 

    年  月  日付で申請されました全体設計の内容を審査した結果、次

のとおり承認（不承認）の決定をしたので通知します。  

 

記 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

 ３ 建物の所在地 

 

４ 補助事業の内容 

  ・耐震診断   ・耐震設計   ・耐震改修工事 

 

 承   認 

 不 承 認 

 

４ 承認条件 

 （１）施行者は、補助事業の内容を変更するときは、速やかに全体設計変更承

認申請書等を提出し、市長の承認等を受けなければならない。 

 

  



 

別記様式第５号（第９条関係） 

    年  月  日 

補 助 事 業 変 更 申 請 書 
新潟市長         

補助事業者 

   郵便番号 

        住所 

 

氏名          

 電話 

 

    年  月  日付    第   号で交付決定を受けた事業につい

て、次のとおり変更したいので申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 変更の内容 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

  

４ 変更の理由 

 

 

５ 変更予定年月日 



 

別記様式第６号（第９条関係） 

新 建 第     号 

    年  月  日 

 

様 

新潟市長        印  

（担当 建築部建築行政課）  

 

補 助 金 等 交 付 決 定 変 更 通 知 書 
 
    年  月  日付    第   号で交付決定した補助金については、

次のとおり変更したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称  

 

２ 建物の名称 

 

３ 既交付決定額                      円 

 

４ 変更交付決定額 

 

５ 変更事項 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ６ 変更理由 



 

別記様式第７号（第１０条関係）  

    年  月  日  

 

全 体 設 計 変 更 申 請 書 

 
新潟市長  

 

施行者                

 郵便番号            

住所              

氏名              

電話              

 

 

     年  月  日付   第   号で全体設計承認通知を受けた事業

について、次のとおり変更したいので申請します。  

 

記  

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 建物の所在地 

 

 ４ 変更を必要とする理由と変更の概要 

 

５ 補助事業の完了予定日      年  月  日 

 

６ 補助金予定変更額 

        当初予定額           円 

        変更予定額           円 

        差額増減額           円 

 

７ 添付書類（別紙のとおり） 

 



 

別記様式第８号（第１０条関係）  

第         号  

    年  月  日  

 

全 体 設 計 変 更 承 認 通 知 書 

 
           様  

 

新潟市長        印 

（担当 建築部建築行政課） 

 

    年  月  日付   第   号で全体設計承認通知をした事業に

ついては、次のとおり変更したので通知します。 

 

記  

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 建物の所在地 

 

４ 補助事業の内容 

  ・耐震診断   ・耐震設計   ・耐震改修工事 

 

１ 補助金交付決定変更額 

 

   当初予定額              円 

   変更予定額              円 

   変更増減額              円 

 

 この補助金の変更内容は、  年  月  日付の全体設計変更申請書のとおり

とします。 

  



 

別記様式第９号（第１０条関係）  

年  月  日  

 

全 体 設 計 承 認 事 業 内 容 変 更 報 告 書 

 
新潟市長  

 

施行者                

 郵便番号            

住所              

氏名              

電話              

 

 

     年  月  日付   第   号で全体設計の承認を受けた事業に

ついて、次のとおり事業内容を変更したいので報告します。  

 

記  

 

１ 補助事業の名称  

 

２ 建物の名称 

 

３ 建物の所在地 

 

 ４ 補助事業の内容 

  ・耐震診断   ・耐震設計   ・耐震改修工事 

 

５ 変更内容 

 

６ 変更理由 



 

別記様式第１０号（第１３条関係） 

    年  月  日 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 
新潟市長       

補助事業者 

 郵便番号 

       住所 

        

氏名           

       電話 

 

    年  月  日付    第   号で交付決定を受けた事業が完了

したので、次のとおり報告します。 

 

記 

１ 補助事業の名称  

 

２ 建物の名称 

 

３ 補助金の交付決定額及び精算額 

補助金の交付決定額         円 

補助金の精算額           円 

 

４ 補助事業完了年月日 

 

 ５ 補助事業の成果 

 

 ６ 情報公表の方法 

 

 ７ 添付書類 

（１）  診断結果報告書（診断の場合に限る。） 

（２） 耐震設計報告書（設計の場合に限る。） 

（３） 竣工図及び工事写真（改修工事の場合に限る。） 

（４）  診断、設計又は改修工事の実施に関する契約書の写し 

（５）  診断、設計又は改修費用の領収書の写し及び内訳書の写し 

（６） 第三者機関による評価書の写し（指定用途及び一定規模以上の診断又は設計の

場合に限る。） 



 

別記様式第１０号（別紙１） 

 

１ 収支計算書 

※事業者への支払いが複数回に分かれる場合は行を追加して記入してください。    

 項目 金額（円） 備 考 

支出 

   

   

   

計   

収入 

   

   

   

計   

 

 

２ 補助金の振込先 

 

  

金融機関名 
 銀行･信金･労金 

信組･農協  

店名 本店･支店 

預金種目 普通 当座 

口座番号 

(右詰めで記入) 
       

フリガナ  

口座名義人  



 

 

別記様式第１１号（第１４条関係） 

新 建 第     号 

    年  月  日 

 

様 

新潟市長          印   

（担当 建築部建築行政課）  

 

補 助 金 等 確 定 通 知 書 
 

    年  月  日付    第   号で実績報告書のあった、新潟市特

定建築物耐震診断等補助金について、次のとおり確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額                円 

 

 

２ 交付済額                 円 

 

 

３ 確定額                  円 



 

別記様式第１２号（第１６条関係） 

新 建 第     号 

    年  月  日 

 

補 助 金 等 交 付 決 定 取 消 通 知 書 
 

 

様 

新潟市長         印   

（担当 建築部建築行政課）  

 

    年  月  日付    第   号で交付決定した事業の補助金につ

いては、次のとおり交付決定の取消しをしたので、通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 交付決定額                円 

 

４ 交付決定取消額              円 

 

５ 取消理由 



 

別記様式第１３号（第１７条関係） 

第         号 

    年  月  日 

 

全 体 設 計 承 認 取 消 通 知 書 
 

 

           様  

 

新潟市長        印 

（担当 建築部建築行政課） 

 

    年  月  日付    第   号で全体設計承認通知した事業につ

いては、次のとおり承認の取消しをしたので、通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 建物の所在地 

 

４ 取消理由 



 

別記様式第１４号（第１８条関係） 

新 建 第     号 

    年  月  日 

 

補 助 金 等 返 還 命 令 書 
 

 

様 

新潟市長        印 

（担当 建築部建築行政課）  

 

    年  月  日付    第   号で金額の確定した（交付決定を取

り消した）補助金等については、次のとおり返還を命ずる。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

２ 建物の名称 

 

３ 返還額                   円 

 

４ 返還期限 

 

５ 返還理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


